
定価110円（内 消費税10円）（奇数月･隔月発行） 2025年（令和７年）７月号

宅建協会・保証協会「定時総会」を開催、支部事務所の閉鎖を承認
支部 70 年の歴史、これまでの活動を振り返る

サポートセンター「定時株主総会」レポート
女性の１人住まい・注意点　リースバックに高齢者からの苦情相談が急増　他
第 11 回 パソコン講座　アンケートにもご協力ください！

買主の債務不履行により契約解除された場合でも媒介業者は売主に報酬を請求できる
借主より定期借家契約締結の全面的委託を受けたが事前説明手続きを適切に行わなかった媒介業者

土地の健康診断でトラブル回避！　埋設物見舞金制度保証
使いやすい「宅建ファミリー共済」　ほけん相談会を実施します！

田から建物用地に転換した土地の６割が災害リスク区域と重複　 災害用井戸の登録　他
賃貸不動産経営管理士「講習」と「試験」
不動産コンサルティング技能試験・Web配信で受験対策「基礎教育講座」

静岡ろうきん　浜松いわた信用金庫
静岡県警のどこでもポリス　 「いつもと違う」「何かおかしい」県警にご連絡を！

身軽に三島を見て回ろう　ふるさと納税・返礼品に電力　他

総会終了

支部機能移転完了

第 20 期

住まいのサポートNews

「スマイミー静岡」情報

取引紛争の事例と解決（売買）

取引紛争の事例と解決（賃貸）

地盤の三大リスクを検査

安心安全･手厚いサポート･事務作業も簡単

災害対策Topics

講習を受けると５問免除

地元静岡で受験できます！

提携金融機関より

安心安全な暮らし

Local News

西伊豆町安良里沖のダイビングスポット
（伊豆西南海岸観光誘客推進協議会 ホームページより）
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取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　 （東京地判：Ｒ4.11.10）

　売主Y（個人・被告）は、平成 30年 12月 15日、媒介業
者X（法人・原告）と、以下の定めのある一般媒介契約（以
下、本件媒介契約という。）を締結した。
■ Xの媒介によって売買が成立したときは、Xは、Yに対

し報酬を請求することができる。ただし、売買契約が
停止条件付として成立したときは、Xは、その条件が
成就した場合にのみ報酬を請求することができる。

■ 媒介報酬は、決済時に全金を受領するものとする。
　Yは、平成 31年 2月 18日、Xの媒介（両手）により、買
主Aとの間で本件土地を1億 2500万円とする売買契約を
締結し、手付金 1250万円を受領した。本件売買契約には
媒介報酬に関して以下の特約条項があった。
■ 売主および買主がこの取引を代理または媒介した宅地

建物取引業者に支払うべき報酬がある場合、本契約第 
11条（手付解除）または第 12条（契約違反による解除）
による解除がなされた場合は、売主および買主は未払
残額をすみやかに仲介業者に支払う。（注．以下「本件
報酬特約」という。

　Aが銀行から融資を受けられず、残金1億1250万円を支
払わなかったため、YはAの債務不履行を理由に契約解除
し、手付金1250万円を没収した。
　その後、XがYに約定の媒介報酬411万円余の支払を求
めたが、Yは、「Xが媒介契約に定められた登記、決済手続
等の目的物件の引渡しに係る事務の補助を行う債務を履行
していない」「本件媒介契約は、残代金が全額支払われるこ
とが停止条件になっている」などと主張して媒介報酬の支
払を拒んだため、Xが本件訴訟を提起した。

　裁判所は、次のように判示し、Xの請求を全額認容した。
　【本件媒介契約の履行の有無】

（₁）一般に不動産売買についての媒介契約は、対象不動産
の売買についての媒介を委託する準委任契約と解されると
ころ、その目的は、対象不動産についての売買契約を成立
させることにある。仮に売買契約成立後に媒介業者が行う
べき業務があったとしても、通常は補助的な業務にすぎな
い。不動産売買の媒介契約は、原則として売買契約が成立
することによって、その委任事務を履行したものとして、
その報酬支払請求権が発生するものというべきである。

（₂）Yは、媒介契約の目的は、単に売買契約の成立にとど
まるものではなく、その履行の完了まで含むものであると

して、本件売買契約の履行が完了しない限り、Xの報酬請
求権は発生しないと主張するが、本件売買契約に係る「登
記、決済等の目的物件の引渡しに係る事務」はXの補助的
業務であり、報酬支払請求権に影響を与えるものではない。
（₃）媒介行為によって、いったん売買契約が成立した後に
売買契約が解除された場合、媒介業者は委託者に対して報
酬を請求することができるか問題となるが、本件売買契約
書には、本件報酬特約が記載されていることからすれば、
本件媒介契約において、本件売買契約が解除された場合に
おける報酬額等について、既に発生した報酬支払請求権は
何ら影響を受けるものではなく、報酬の支払期限を売買契
約の解除後に支払うことに合意したものと認められる。
　したがって、Xは、Yに対し、本件媒介契約に基づく報酬
を請求することができる。
　【売買代金が支払われること等が仲介報酬支払の条件であ
るか】
（₁）Yは、①本件媒介契約は、残代金が全額支払われるこ
とが停止条件になっている、②本件売買契約は、買主が銀
行から融資を得ることが停止条件になっているところ、こ
れらの条件は成就していないから、Xは仲介報酬を請求す
ることはできないと主張する。
（₂）しかしながら、媒介契約の性質は、対象不動産に係る
売買契約を成立させることを目的とする準委任契約であり、
原則として売買契約の成立によって、その委任事務の履行
をしたものとして報酬請求権が発生する。
　そうすると、本件支払約定書に「登記決済時」に仲介報
酬を支払うことが記載されていることをもって、本件売買
契約の履行の完了を停止条件としたものと解するのは相当
ではなく、報酬の支払時期について、不確定期限を定めた
ものと解するのが相当である。
　したがって、本件売買契約が解除された場合には、最終
決済が行われないことが確定した解除時にXは媒介報酬を
請求することができる。
　上記②について、Yは本件売買契約に基づいて受領した
手付金を取得しており、本件売買契約が有効に成立したこ
とを前提として行動している。また、融資に関する条件は、
本件融資特約で規定されているところ、本件融資特約に基
づく解除は、買主が融資を得ることができない場合、融資
特約による解除期限内であれば、本件売買契約を解除する
ことができる規定であって、買主が融資を得ることを本件
売買契約の停止条件としていると認めることはできない。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

買主の債務不履行により売買契約が解除された場合でも
媒介業者は売主に媒介報酬を請求できるとした事例
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貸主より定期借家契約締結の全面的委託を受けたが事前説明手続きを
適切に行わなかった媒介業者に賠償責任が認められた事例

取引（賃貸）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（東京地判：Ｒ6.1.29）

　事務所ビルの一室（本件建物）について、貸主X（原告）より、
賃貸借期間を平成 25年 3月より 5年とする定期借家契約

（以下、「本件契約」）の締結手続き等の全面的委託を受けた
媒介業者Y（被告）は、借主Aに対し、「賃貸借の種類：定期
建物賃貸借契約、※更新がなく、新たな賃貸借契約を締結
する場合を除き期間の満了をもって契約は終了します。（借
地借家法第38条）」と記載した重要事項説明書の交付・説
明を行い、立会人として、XとAとの定期借家契約書の記
名押印手続きを行った。
　しかしYは、当該内容の重説を借主に交付・説明すれば、
本件契約は定期借家契約として有効になると考えていたた
め、借地借家法 38条所定の貸主による事前説明書面の交
付・説明（以下、「事前説明」）について、Xから委任状を得 
て、貸主の代理人として、Aに交付・説明することをしな
かった。
　平成29年 9月、XがAに、契約期間の満了により本件
建物の賃貸借が終了する旨の通知をしたところ、Aは「事
前説明がなかったことから、本件契約は定期建物賃貸借契
約でなく、普通建物賃貸借契約として取り扱われる。」とし
て、本件契約の終了を拒否した。
　XはAに対して、定期借家契約の終了を理由に、本件建
物の明け渡し等を求める訴訟を提起したが、一審裁判所（東
京地判令 2・3・18 RET10122-164）は、事前説明が行わ
れていないことから、本件契約は普通借家契約であるとし
て、Xの請求を棄却した。
　その後、控訴審において、XとAとの間で和解が成立し、
Xが和解金 850 万円を支払い、Aの本件契約所定の原状
回復義務を免除することにより、Aは令和 3年 9月、本件
建物より退去した。
　XはYに対し、「Yは媒介業者として、X より本件建物
の定期借家契約の締結に関する手続きを全面的に受託して
いたにもかかわらず、Aに対し、事前説明書面の交付・説
明をせず、また、Xに事前説明の義務があることを説明し
なかった。その結果、XはAより本件契約は普通借家契約
であると主張され、その退去に訴訟費用や、和解金の支払
い、原状回復費用を免除する等の損害を被った。」として、
1622万円余等の損害賠償を求める本件訴訟を提起した。

　裁判所は、次のように判示し、Xの請求を一部認容した。
（₁）Yの債務不履行の有無について
　認定事実等によれば、XがYに本件賃貸借契約の媒介に

ついての業務を委託する旨の媒介契約が締結されたと認め
られる。
　そして、およそ免許登録を受けて不動産の媒介業務に携
わる者は、委託者から、不動産の売買賃貸等の取引に関す
る専門的知見を有する者として信頼を受け、その介入によ
って取引に過誤のないことを期待されているものであるか
ら、委託者に対し、準委任関係に基づく善良な管理者とし
ての注意義務を負担することはもちろん、その媒介をする
に際しては、委託者が定期建物賃貸借を意図しているので
あれば、その実現に必要な手続が実行されているかにつき
格段の注意を払い、もって、取引上の過誤による不測の損
害を生ぜしめないよう配慮すべき業務上の一般的注意義務
があるというべきである。
　本件では、Yは、本件賃貸借契約締結に際し、Xから委
任状を得た上でAに事前説明をすることも、Xに対して事
前説明の手続が必要となることを伝えることもなかったの
であるから、Yは、XとYとの間の媒介契約の善管注意義
務及び前記業務上の一般的注意義務に違反したというべき
であり、Yには債務不履行が認められる。
（₂）Xの損害額について
　Yの注意義務違反の具体的内容は、Xから委任状を得た
上でAに事前説明をするか、Xに対して事前説明の手続が
必要となることを伝える義務を怠ったことにあるところ、
仮にそのような義務が履行された場合には、本件契約のう
ち、契約の更新がなく期間の満了により賃貸借が終了する
旨の条項が有効となるから、Xは、Aに対し、平成30年 3
月の期間満了をもって、本件契約を終了することができる
ことになる。
　そうすると、XがAに支払った解決金850万円から、約
定の償却後の保証金残金を控除した776万円余は、Yによ
る債務不履行と相当因果関係のある損害ということができ
る。
　もっとも、原状回復費用相当額については、Xの主張額
が実際にかかった証拠はないし、賃料差額、仲介手数料、
別件訴訟費用については、Yの前記債務不履行と相当因果
関係があるとはいえないことから、Yの前記債務不履行と
相当因果関係があるXの損害は、776万円余となる。

� （一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨
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●退 会 者

支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者

東 部

西伊豆不動産㈱

東 部

富士伊豆農業協同組合
不動産相談センター函南店 東 部 ㈱東亜　富士吉原店

西 部
㈲フジケン

㈲三共不動産オフィスヒロコ ㈱サンケン工務店

中 部

あかつき不動産 ㈲知立土地住宅

㈱東亜　清水町店 勝又住販 ㈱ヤギモク

㈱東部不動産開発　三島店 ㈱髙森サービス ㈱ヤマヨシホーム

令和７年４月 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
３日 本　部 月例法律相談 （来館相談６件）
10日 本　部 本監査、正副会長会
11日 本　部 全宅管理・静岡支部 監査
14日 本　部 月例法律相談 （来館相談３件）
〃　 〃 サポートセンター 監査
15日 沼　津 取引士法定講習会 （受講者89名）
〃　 本　部 サポートセンター 取締役会
17日 本　部 第１回 会務運営協議会
22日 本　部 第１回 初級実務研修会 （受講者37名）
〃　 〃 県住宅振興協議会 監査
23日 本　部 月例法律相談 （来館相談１件）
〃　 〃 第１回 理事会
24日 沼　津 東部支部 大会
25日 浜　松 取引士法定講習会 （受講者100名）
28日 浜　松 西部支部 大会
30日 名古屋 中部圏流通機構 総務財務委員会
〃　 静　岡 中部支部 大会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談11件、電話相談284件）
Webシステムによる取引士法定講習（４月分） （受講者42名）

本部活動概要

令和７年５月 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
７日 本　部 県空き家対策推進協議会 監査
８日 名古屋 中部圏流通機構 理事会
13日 本　部 月例法律相談 （来館相談６件）
15日 本　部 第１回 地域活性化委員会・空き家相談研修座学講座
〃　 名古屋 東海不動産公取協 正副会長会・理事会
16日 本　部 正副会長会
〃　 〃 不動産コンサルティング協議会 理事会
〃　 静　岡 県社会保険労務士会 総会
21日 静　岡 取引士法定講習会 （受講者75名）
〃　 浜　松 県行政書士会 総会
22日 本　部 県空き家対策推進協議会 連絡会
23日 静　岡 県職域暴力追放組織 事務局責任者会議
24日 静　岡 県司法書士会 総会
26日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
28日 本　部 第１回 県指定講習会 （受講者20名）
29日 静　岡 サポートセンター株主総会
〃　 〃 定時総会（宅建協会・保証協会）、セレモニー
30日 静　岡 県土地家屋調査士会 総会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談18件、電話相談251件）
Webシステムによる取引士法定講習（５月分） （受講者87名）

2025年₃月15日〜2025年₄月18日の新入会者・退会者　第₁回理事会（2025年₄月23日）で承認
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●新入会者

商号又は名称 代表者 専任取引士 〒 事務所住所 ＴＥＬ 会員区分 免許番号 支部

㈱La�fabrique�de�nuages 渡邉　敏章 清藤めぐみ 410-0056 沼津市高島町15-7 アークビル402 055-929-0810 正会員 静岡県知事
（1）014939 東 部

土屋工業㈱ 土屋　巨彦 門脇　　兼 417-0809 富士市中野530-2 0545-30-7465 正会員 静岡県知事
（1）014959 東 部

㈱しずおかフィールドマスター 加藤登士樹 加藤登士樹 424-0041 静岡市清水区高橋2-12-43-201 054-368-5733 正会員 静岡県知事
（1）014958 中 部

㈱レジデンシャル不動産　静岡支店 安松　　亮 安松　　亮 420-0857 静岡市葵区御幸町11-30
エクセルワード静岡ビル10階 054-204-9551 準会員 国土交通大臣

（2）009073 中 部

㈱タイズ・エステート 大崎　卓也 大崎　卓也 425-0077 焼津市五ケ堀之内79-1 054-647-7220 正会員 静岡県知事
（1）014964 中 部

㈱幸進建工 小泉　幸男 小泉　幸介 437-1621 御前崎市御前崎102-7 0548-63-4913 正会員 静岡県知事
（1）014955 西 部

㈱クレイドル 牧野　暢人 牧野　暢人 430-0919 浜松市中央区野口町147 053-424-9966 正会員 静岡県知事
（1）014947 西 部

㈱光成不動産 本田　将希 本田　将希 434-0038 浜松市浜名区貴布祢109-4 053-582-8892 正会員 静岡県知事
（1）014950 西 部

コネクトＲエステート 飯島　健夫 飯島　健夫 435-0046 浜松市中央区丸塚町507-20 053-461-7300 正会員 静岡県知事
（1）014953 西 部

㈱セカイエ 金谷　　昇 金谷　　昇 435-0042 浜松市中央区篠ケ瀬町801-1 053-581-8300 正会員 静岡県知事
（1）014956 西 部

以上、新入会者10名、退会者14名、2025年₄月18日現在の会員数は、2,626名

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 99 55 67 ― 221件
金額 77億8,585万円（土地₂、新築戸建180、中古戸建26、新築マンション₁、中古マンション12）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 7 0 ― 7件

金額 2億2,590万円（土地購入新築₁、新築戸建₄、中古戸建₂）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 1 0 0 1件
金額 3,510万円（新築戸建₁）

提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 38 27 33 ― 98件
金額 32億2,772万円（土地₂、新築戸建67、中古戸建24、中古マンション₅）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 3 0 ― 3件

金額 1億797万円（土地購入新築₁、新築戸建₁、新築マンション₁）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 0 0 1 1件
金額 2,790万円（新築戸建₁）

宅建ローン等の実績
▶2025年₃月（3/1〜3/31）

▶2025年₄月（4/1〜4/30）
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